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はじめに

はじめに

　政治資金規正法は 1948 年に制定された、政治家や政党・政治
団体が取り扱う政治資金について規定する法律であり、政治活動
が国民の不断の監視と批判の下に行われるようにすることによ
り、民主政治の健全な発達に寄与することを目的としています。
　制定当初は政治資金の収支の公開に重きがおかれ、寄附に関す
る制限はわずかしか設けられていませんでしたが、数度にわたり
改正が行われ、現在は「政治資金の収支の公開」と「政治資金の
授受の規正等」が規正の 2本柱となっています。

　本書はこの政治資金規正法に関係する事件について、おもに
2007～2011 年の新聞記事などを中心に、事件の内容、関係者の
対応などをまとめました。

　また、それぞれの事件が
　●法律に照らして違反にあたるかどうか
　●刑事事件に発展したか、あるいは故意や重過失の状況
　●道義的責任や公平感
　●金額の多寡
　●世間的な注目度
などの視点から編集部が独自に判断して、事件ごとに違反のレベ
ルを 1（低）～5（高）の 5段階に評価しましたので、参考として
いただければと思います。

　本書があらためて、政治資金規正法とはなにか、政治活動にお
ける政治資金がいかにあるべきかなどを考える一助となれば幸い
です。
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個人献金の上限額を超え、
1人の政治家の政治団体に寄附
個

事例

01

■ 事件の概要
　衆議院議員A氏（比例）の 7つの政治団体は、2007 年、都内
の経営コンサルタントの男性から政治資金規正法の上限を超える
献金を受け取っていた（2008 年 9 月 17 日報道）。
　経営コンサルタントの男性は、2007 年 12 月 25 日、A氏の 7
つの政治団体に、個人が 1つの政治団体に寄附することが可能な
150 万円ずつを寄附。金額の合計は 1,050 万円。男性はA氏がか
つて勤務した民間企業の上司で、税理士に相談したうえで寄附し
たという。

■ 関係者の対応など
　男性は「金額は税理士に相談していたので違法とは思わなかっ
た」とした。A氏は、「一時的とはいえ、個人献金の上限を超え
る額を受け取っていたのは事実であり、自分の単純なミス。善意
を台無しにしてしまい申し訳ない」として、違法分を含め 150 万
円を男性に返還した。
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第1章　上限超え

違反レベル
LEVEL

3
個人が提供する寄附は、1年間に
提供できる限度額が制限されている。

　個人が寄附できる年間限度額は、政党・政治資金団体以外の
政治団体、政治家に対しては年間1,000万円まで（総枠制
限）、政党・政治資金団体以外の1つの政治団体、政治家に対
しては150万円まで（個別制限）と決まっている（政治資金
規正法第21条の3～第22条の2関係）。これに違反した場
合、寄附をした者と寄附を受けた政治団体の役職員または構成
員として関わった者の双方に1年以下の禁固刑か50万円以
内の罰金が定められている（同第26条）。

　本件に照らし合わせてみよう。寄附者が複数の政治家の政治
団体に献金し、その合計額が年間1,000万円を超えたのな
ら、受領者は違法な寄附かどうか確認ができないだろう。しか
し、本件では寄附者は1人の政治家の政治団体に寄附してい
るので、受領者側も故意があったと認定されても仕方がないと
いえよう。
　なお、罰則にあたるかどうか判断されるのは寄附をした時点
であるため、返還したかどうかは関係がない。

解説
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個人献金の上限額を超える献金個

事例

02

■ 事件の概要
　衆議院議員（鳥取）A氏が代表を務める所属政党の鳥取県内
の政党支部と、A氏の資金管理団体が、2004 年分の政治資金収
支報告書の訂正を鳥取県選挙管理委員会に届け出た。届出は
2007 年 9 月 25 日で、A氏の入閣が決まった日。
　A氏個人から本人の資金管理団体への寄附を 1,050 万円から
850 万円に減額、差額の 200 万円は政党支部からA氏に寄附さ
れ、そのまま資金管理団体に寄附された特定寄附とした。これに
ともない、政党支部は支出にA氏への寄附 200 万円を計上し、
収入に個人の負担する党費または会費として同額を増やす訂正を
した。

■ 関係者の対応など
　A氏の事務所は、自己資金の寄附と特定寄附を区別せず合算
してしまった事務ミスと説明した。A氏自身も「単純な事務ミ
ス」とした。
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第1章　上限超え

違反レベル
LEVEL

2
個人が資金管理団体に行う寄附は
年間1,000万円以内だが、
特定寄附はこの制限から除かれる。

　政治資金規正法では、個人から資金管理団体への寄附は年間
1,000万円の範囲内（総枠制限）で、1団体あたり年間
150万円以内（個別制限）と決められている（同第21条の
3～第22条関係）。しかし、政治家が自ら指定した資金管理
団体に対して行う寄附は、個別制限の対象から外れる（同第
22条第3項）。さらに寄附の原資が政党から受けたものであ
る場合は「特定寄附」として、総枠制限からも除かれる（同第
19条の4、第21条の3第4項）。この場合、収支報告書に
は㊕と記載することが定められている。

解説

 ○ 政治家への香典や祝儀
　政治資金規正法はあくまでも政治活動のための資金のやり取り
を規制するもので、政治家の一市民としての経済活動や家計まで
は規制の対象とならない。
　たとえば、香典や祝儀は私人として社会生活上受け取るものと
考えられるので、一般的には政治活動のための寄附に該当すると
はみなされず、したがって寄附の量的制限を受けることもない。

COLUMN
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親族会社などから
企業献金額を上回る個人献金に
献金額の上限逃れの疑い

親

事例

03

■ 事件の概要
　衆議院議員 A氏（北海道）の親族企業 7社の役員らから、
2008 年、A氏の 2つの政治団体に合計約 1億 1,000 万円の個人献
金があった（2009 年 10 月 2 日報道）。
　個人献金をしたのは、親族企業 7社の役員や社員など計 27 人。
献金を受けたのは、A氏が代表の所属政党の北海道内の政党支
部と、A氏の資金管理団体。献金の合計額は、政党支部に 7,600
万円、資金管理団体に 3,470 万円。27 人が 2008 年 11 月 7 日に一
斉に献金しており、このうち 20 人の金額は個人献金の上限額で
ある一律 150 万円。
　こうした親族企業 7社からの個人献金の総額は、2006 年に計
約 7,000 万円、2007 年に計約 9,000 万円であった。

■ 関係者の対応
　献金を行った親族企業の関係者は「A氏の父親から献金を頼
まれた」とし、A氏の事務所関係者も親族の依頼で献金が行わ
れることがあると認めた。
　A氏は「好意の献金であり、個人名義の企業献金というのは
一面的な決めつけに感じる」とした。
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第1章　上限超え

違反レベル
LEVEL

2
寄附は、企業と個人のそれぞれに
年間の限度額が定められている。

　企業献金の1年間の上限額は、資本金や団体の規模に応じ
て750万～1億円。個人献金の上限は政党・政治資金団体に
対しては2,000万円。そのほかの政治団体に関しては
1,000万円の枠内で、1団体につき150万円とされている
（政治資金規正法第21条の3～第22条関係）。
　本件の場合、企業献金の限度額は、企業規模に照らし合わせ
るとどの企業も1社あたり年間750万円であるため、7社
合計で5,250万円となる。親族らの個人献金の総額は約1
億1,000万円なので、企業献金のみであれば可能な金額の2
倍を超える。原資は何かなど不明な点があるので断言はできな
いが、実質的な「上限額逃れ」を組織的に行っていたのではな
いかという見方も出てくる。

解説

 ○ 会社が年の途中に減資・増資した場合
　会社の資本金や出資金の金額は、その年の初日における金額を
さす。このため、年の途中に減資や増資があっても、年間限度額
の算定基準は変わらない。
　会社が吸収合併した場合は、存続する会社の年間限度額がその
まま適用される。吸収された会社が合併前に行った寄附は合併後
の年間限度額には含まれない。新設合併した場合は、設立時の資
本金や出資の金額に基づいて限度額が算定される。

COLUMN
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